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１.  営業の概況

 （１）当期の概要

　当期におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響により、我が国の社
会経済は依然として厳しい状況で推移いたしました。これまで以上に業種間格差が
鮮明となってきており、製造業等の一部業種ではコロナ前の水準に戻りつつありま
すが、感染拡大によるさまざまな行動制限が課せられる観光業や運輸業、飲食業に
とっては、大変厳しい経営環境となりました。
　そのような中、夏には「2020 東京オリンピック・パラリンピック」、本県では「第
35回国民文化祭、第 20回全国障害者芸術・文化祭」が開催されるなど、社会経済
活動を徐々に回復させていこうとの動きも見られるようになりました。しかしなが
ら、２月にはロシアによるウクライナへの武力侵攻という緊急事態が発生し、世界
的に先行き不透明感が強くなっております。

　航空業界では、コロナの感染状況と連動して、年間を通し旅客需要の増減が繰
り返され、不安定な状況で推移いたしました。国内線では、感染状況によっては、
旅客需要が回復する場面も見受けられ、全体では前年から大幅な増加となったもの
の、依然として厳しい状況に置かれております。また、国際線においては、世界的
な感染拡大の影響に加え、２月以降の国際情勢の緊迫化によって極めて厳しい状況
が続いております。

　宮崎空港においても、今期の年間乗降客数は 1,390,267 人、前年比 152.7%
（＋ 479,879 人）と、前年よりは増加いたしました。しかしながら、令和元年度比
では 44.6%（△ 1,726,246 人）と、全国の空港と同様ではありますが、コロナ禍
前の状況には遠く及ばない結果となりました。国際線は前年に続き、韓国線、台湾
線の運休により、乗降客数の実績はありませんでした。

自　令和 3 年4月 1 日
至　令和 4 年3月31日
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　このような状況のもと、当社におきましては、お客様の安全・安心の確保
のため、感染防止対策を徹底してまいりました。また、全社をあげて、新たな収入
の確保と経費の削減に取り組み、安全のための必要な投資は行いつつ、収支バラン
スの改善に努めてまいりました。さらに、当社のキャッチフレーズである「楽しい
旅のお手伝い」に、新たに「くらしのお手伝い」を加え、地域の皆様方に喜んでい
ただける企画やイベントを積極的に実施してまいりました。

　その結果、営業収入は 2,551,344 千円 ( 前年比 127.0％　＋ 541,835 千円 )、
営業経費は 2,767,796 千円 ( 前年比 108.7％　＋ 221,225 千円 ) となり、営業損失
は 216,452 千円、経常損失は 251,585 千円となりました。しかし、雇用調整助成
金をはじめとするコロナ関連各種補助金等を活用させていただいたことで、当期純
損失は 32,829 千円と前期に比べ赤字幅の大幅な縮小を図ることができました。

 （２）具体的取り組みと今後の対応

　お客様の安全・安心の確保については、空間除菌装置や子供・車椅子利用者
用手指消毒器の導入、手荷物カート等への抗菌コーティングなどハード面の充実に
加え、宮崎県の協力を得て空港ビル職員を含む空港関係者のワクチン優先接種を実
施することができました。また、地域住民の津波避難訓練についても、感染防止に
十分留意し 3年ぶりに実施いたしました。

　そのような中、当社の営業収入の柱となっている物販部門や飲食部門に
ついては、将来に向け、３階グルメ街のリニューアルやテナント化といった営業
形態の見直しを検討する中で、季節感のある店づくりや地域特性を活かしたイベン
トの開催等に取り組むとともに、乗降客の動向に対応した店舗運営に努めてまいり
ました。
　物販部門では、１階売店を空港のショールームとしてリニューアルし、国民文化
祭の開催に合わせた「神話の玉手箱ショップ」や日本一となった「宮崎ぎょうざ祭
り」などを実施しました。
　飲食部門では、「神話の玉手箱弁当」や「季節のオードブル」など、テイクアウ
ト商品の強化を図るとともに、旬の素材を使った料理やデザートのフェアーを各店
舗で開催いたしました。
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　もう一つの収入の柱である貸室部門では、宮崎市の御支援もいただきながら、
前期に引き続き、航空会社に対する貸室料や施設使用料等の減額を行いました。テ
ナントの貸室料や館内の広告料についても、状況に応じた減額を実施しております。
また、３階の空きスペースをWEB会議に特化した会議室「天岩戸（あまのいわと）」
として新たに整備し、コロナ禍における多様なニーズに対応できる体制を整えまし
た。

　施設面では、緊急性の高い補修工事や省エネ機器への更新工事、災害時の安全
性に関わるエスカレーターの耐震強化工事等を優先して実施しました。今後、コロ
ナ禍で中断していた旅客搭乗橋（ＰＢＢ）の更新を計画的に進めてまいります。

　地域活性化については、昨年４月に「地域活性推進課」を新設し、兼務発令し
た１０名の若手社員を中心に、観光物産のＰＲや各種イベントの開催、新たな情報
サービスの提供など、組織全体として積極的に取り組んでまいりました。その結果、
マスコミに何度も紹介されるなど、反響の大きさに手応えを感じております。特に、
空港発の県内ツアーについては、「神話と花のバスツアー」や「宮崎花旅 365 バス
ツアー」を計４回（累計 10回）開催し、毎回多くの県民に参加していただきました。
コロナ禍にあって、地元の魅力を満喫するマイクロツーリズムの先進事例ともなっ
ており、今後は全国の皆様にも対象を広げながら、新たな宮崎観光のモデルとなれ
るよう内容の拡充を図っていきたいと考えております。

 （３）令和４年度の展望

　令和４年度当社では、11 月に会社創立 60周年という大きな節目を迎えるこ
とになりました。そこで、3つの基本方針（①成長・進化する会社へ　②楽しい旅
とくらしのお手伝い　③地域貢献・活性化に努め、地元に愛される空港づくり）を
定め、グループ会社や関係企業の皆様方と連携して新たな時代へと進んでまいりた
いと考えております。

　国内線の旅客需要は、全体的に回復基調にありますが、ビジネス客の出張の手控
えや団体旅行の低迷など、本格的な回復に至るにはまだまだ相当の時間がかかるも
のと考えられます。また、長引く新型コロナの影響や国際情勢の変化に伴う資源高、
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円安による輸入価格の押し上げ等の懸念もあり、当社を取り巻く状況は引き続き厳
しいものと予想しております。私共は、この難局に対し役職員一丸となり、業務に
邁進し３年ぶりの黒字化を目指し取り組んでまいります。

　さらに、宮崎の空の玄関として、「空港に来れば今の宮崎が見える」と実感して
いただけるよう、地方空港としての使命や役割を責任を持って果たしていきたいと
考えております。

　また、今年 5月のことでありますが、宮崎で予定されていた「全国空港ビル事業
者協会総会」を、3年越しでようやく開催することが出来ました。同協会の皆様に
は特別なご配慮をいただき、心より感謝申し上げます。

　尚、空港民営化につきましては、コロナ禍の状況も踏まえ、それぞれの空港の事
情によって企業参入条件や求められる事業計画等が変わってくるものと思われます
ので、引き続き情報収集に努め研究を続けてまいります。

　最後になりましたが、国、宮崎県、宮崎市など行政の皆様、並びに関係機関の
皆様からは多くのご支援をいただきました。改めて御礼申し上げます。
　私どもでは、これからも「おもてなしこそが最大の観光資源」をモットーに「ま
だまだ、ニコニコ、一歩ずつ」を行動指針として、快適な空間の提供や地域の活性
化に努め、県民の皆様に信頼される会社を目指してまいります。株主の皆様におか
れましては、より一層のご支援、 ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げ
ます。

  以上
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【宮崎空港状況】
①年間乗降客数比較（令和 3年 4月 ～ 令和 4年 3月）

令和３年度
（本年）

令和２年度
（前年） 増　減 対前年比 令和元年度

（前々年） 増　減 対前々年比

国内線 1,390,267人 910,388人 479,879人 152.7％ 3,116,513人 △1,726,246人 44.6%

国際線 0人 0人 0人 － 71,662人 △71,662人 －

国内・国際線
合計 1,390,267人 910,388人 479,879人 152.7％ 3,188,175人 △1,797,908人 43.6%

※特記事項　・新型コロナウイルスの影響もあり、コロナ禍前（令和元年度）との比較も記
　　　　　　　載しております。

・国際線については、前年に続き運航はございませんでした。
・欠航便及び運休便主な内訳：台風及び天候不良 107 便（△ 132 便）・機材故
障 27便（△ 1便）
・新型コロナウイルスによる運休減便 10,126 便（△ 8,099 便）
・令和 4年度状況
　4月・・・前年比 162.3%、令和元年度比 59.3%
　5月（速報）・・・前年比 281.5%、令和元年度比 65.3%

②路線別乗降客数実績表（令和 3年 4月 ～ 令和 4年 3月）

【対前年比較】

本　年 前　年 増　減 対前年比

羽 田 612,507人 391,364人 221,143人 156.5%

成 田 104,040人 35,793人 68,247人 290.7%

東 京 計 716,547人 427,157人 289,390人 167.7%

伊 丹 265,170人 187,128人 78,042人 141.7%

関 空 61,336人 32,729人 28,607人 187.4%

大 阪 計 326,506人 219,857人 106,649人 148.5%

福 岡 250,317人 183,098人 67,219人 136.7%

名 古 屋 66,775人 54,037人 12,738人 123.6%

沖 縄 29,046人 25,604人 3,442人 113.4%

チャーター及び臨時便 1,076人 635人 441人 169.4%

合 計 1,390,267人 910,388人 479,879人 152.7%

乗 降 客 の 状 況
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【対前々年比較】

前々年 増　減 対前々年比
（座席数）

対前年比 対前々年比
羽 田 1,481,322 人 △ 868,815 人 41.3% 138.2% 65.3%

成 田 138,183 人 △ 34,143 人 75.3% 227.3% 112.5%

東 京 計 1,619,505 人 △ 902,958 人 44.2% 144.8% 68.6%

伊 丹 601,849 人 △ 336,679 人 44.1% 142.7% 59.5%

関 空 115,936 人 △ 54,600 人 52.9% 131.8% 77.4%

大 阪 計 717,785 人 △ 391,279 人 45.5% 140.9% 61.7%

福 岡 534,419 人 △ 284,102 人 46.8% 126.0% 74.0%

名 古 屋 157,347 人 △ 90,572 人 42.4% 90.4% 69.2%

沖 縄 85,216 人 △ 56,170 人 34.1% 101.3% 91.7%

チャーター及び臨時便 2,241 人 △ 1,165 人 48.0% 176.4% 60.7%

合 計 3,116,513 人 △ 1,726,246 人 44.6% 134.1% 68.6%

③航空会社別状況（令和 3年 4月 ～ 令和 4年 3月）

ANA JAL ソラシドエア LCC 計 合計

乗降客数
(対前年比 )

（対前々年比）

446(千人 )
(134.2％)
(36.3％)

435(千人 )
(163.7％)
(45.3％)

343(千人 )
(141.0％)
(51.0％)

165(千人 )
(241.4％)
(65.0％)

1,390(千人 )
(152.7％)
(44.6％)

座席数
(対前年比 )

（対前々年比）

925( 千席 )
(124.0％)
(51.4％)

932( 千席 )
(152.7％)
(67.2％)

945( 千席 )
(119.6％)
(92.1％)

293( 千席 )
(181.4％)
(97.1％)

3,097( 千席 )
(134.1％)
(68.6％)

利用率
(前年実績 )

（前々年実績）

48.2％
(44.5％)
(68.2％)

46.6％
(43.5％)
(69.1％)

36.3％
(30.8％)
(65.6％)

56.4％
(42.4％)
(84.2％)

44.9％
(39.4％)
(69.0％)

※上記数値には、国際線の乗降客は含まれておりません。
※ ANAについては、本年のＯＲＣ乗降客数101,091 人、座席提供数213,860 席を
　含めた実績で計上いたしております。
※ LCC 計は、PEACHとジェットスターの合算となっております。
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④九州各空港の乗降客数（令和 3年 4月 ～ 令和 4年 3月）

空港名 国内線 対前年比
（対前々年比） 国際線 対前年比

（対前々年比） 合計 対前年比
（対前々年比）

福　岡 9,440,092人 145.5%
（53.7%）26,229人

155.8%
（0.4%） 9,466,321人 145.6%

（41.0%）

那　覇 7,994,726人 121.3%
（45.7%） 30人 428.6%

（0.0%） 7,994,756人 121.3%
（38.7%）

鹿児島 2,677,894人 146.0%
（49.2%） 0人 － 2,677,894人 146.0%

（46.4%）

宮　崎 1,390,267人 152.7%
（44.6%） 0人 － 1,390,267人 152.7%

（43.6%）

長　崎 1,336,966人 150.5%
（43.2%） 0人 － 1,336,966人 150.5%

（42.3%）

熊　本 1,336,181人 159.7%
（42.9%） 0人 － 1,336,181人 159.7%

（41.4%）

大　分 854,088人 153.2%
（47.8%） 0人 － 854,088人 153.2%

（46.5%）

北九州 481,505人 149.0%
（35.5%） 0人 － 481,505人 149.0%

（30.4%）

佐　賀 145,233人 128.1%
（25.0%） 0人 － 145,233人 128.1%

（19.9%）

合 計 25,656,952人 138.4%
（48.0%）26,259人 － 25,683,211人 138.4%

（40.7%）
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２.  会社の概況 (令和 4年 3月 31日現在 )

(1) 会社の目的

①　貸室および施設、設備貸与業

②　土産品、酒類、煙草、郵便切手、収入印紙、薬品および雑貨品の販売

　　および斡旋業

③　食堂、喫茶店および娯楽施設の経営

④　損 害 保 険 代 理 業

⑤　旅行業法に基づく斡旋業

⑥　広 告 宣 伝 業

⑦　催物の企画並びに販売

⑧　駐車場運営および造園、植樹に関する事業

⑨　航空思想の普及並びに観光に関する事業

⑩　前 各 号 に 附 帯 す る 一 切 の 事 業

(2) 主要な事業内容

①　貸　室　業　　航空会社並びに売店・飲食業のテナント

②　売　　　店　　土産品および酒、煙草販売

③　レストラン

(3) 株式の状況

①　発行可能株式総数　　　　　　　　　　　　　 30,000 株

②　発行済株式総数　　　　　　　　　　　　　 20,000 株

③　株　　 主 　　数　　　　　　　　　　　　　　　 21 名
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④　大株主 (上位 11名 )

株　　　　主　　　　名 持　株　数 議 決 権 比 率

宮 崎 交 通 株 式 会 社 7,865　株 39.3　％

ANAホールディングス株式会社 4,000 20.0

株 式 会 社 宮 崎 銀 行 1,000 　5.0

宮 崎 県 1,000 　5.0

日 本 航 空 株 式 会 社 700 　3.5

宮 崎 市 600 　3.0

恒 吉 宏 三 郎 560 　2.8

九 州 電 力 株 式 会 社 500 　2.5

株 式 会 社 宮 崎 放 送 500 　2.5

旭 化 成 株 式 会 社 500 　2.5

フェニックスリゾート株式会社 500 　2.5

⑤　株式の移動

　　　当期中における株式の移動はございません。

　  

(4)　重要な子会社の状況

会　社　名 資　本　金 持株比率 主な事業内容

宮崎空港商事
　　株式会社 10,000 千円 100％

1.   土産品卸売業及び
　 各種商品の製造、販売
2.   売店及び飲食店の経営

株式会社　　
味のガンジス 10,000 千円 100％ 1.   レストランの経営

2.   加工品の販売
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(5)　取締役及び監査役

　　取締役及び監査役の氏名等

地　　位 氏　　名 担当または主な職業

取 締 役 会 長 長 濵 保 廣 株主総会・取締役会議長

代表取締役社長 永 山 博 康 総括・常務会議長　ＣＳ・コンプライアンス担当

常 務 取 締 役 下 沖 忠 広 財務・経理担当

常 務 取 締 役 大 森 正 勝 施設・危機管理担当　　　

常 務 取 締 役 大 坪 篤 史 業務・地域活性化担当

取締役経理部長 大久保政彦 経理部担当

取締役営業部長 藤 本 誠 一 営業部担当

取締役総務部長 前 田 剛 宏 総務部担当

取 締 役 日 隈 俊 郎 宮崎県副知事

取 締 役 菊 池 克 賴 宮交ホールディングス株式会社 代表取締役会長

取 締 役 中 村 雄 志 全日本空輸株式会社 宮崎支店　支店長

取 締 役 伊 東 芳 隆 日本航空株式会社 宮崎支店　支店長

監 査 役 平 野 亘 也 株式会社宮崎銀行 代表取締役会長

監 査 役 林 田 洋 二 株式会社宮崎太陽銀行 代表取締役頭取

　　※取締役 戸敷正氏は２月５日付で辞任いたしました。

(6)　使用人の状況

区分 人数 前事業年度末比
増減 平均年齢 平均勤続年数

正社員及び
契約社員 80名 △7名 32.4歳 10.2年

嘱託社員及び
パート・アルバイト 148名 △45名 50.4歳 7.5年

合計 228名 △52名 43.3歳 8.3年
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(7)　営業成績及び財産の状況の推移

区　　　　分
第 57期 第 58期 第 59期 第 60期

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
(当　期 )

売 上 高

当 期 純 利 益
又は当期純損失（△）

１株当たりの当期純利益
又は当期純損失（△）

資 産 合 計

純 資 産 合 計

千円
4,645,235

千円
149,068

円
7,453.40

千円
9,390,410

千円
4,884,927

千円
4,434,255

千円
59,843

円
2,992.19

千円
8,712,066

千円
4,212,069

千円
2,009,509

千円
△313,970

円
△15,698.50

千円
8,454,282

千円
3,874,194

千円
2,551,344

千円
△32,829

円
△1,641.46

千円
8,229,225

千円
3,858,332

(8)　主要な借入先、借入額

借　　　入　　　先 借入金残高

株 式 会 社 宮 崎 銀 行 1,991,400 千円

株 式 会 社 宮 崎 太 陽 銀 行 1,378,080 千円

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 200,000 千円
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貸 借 対 照 表
(令和4年3月31日現在)

資　産　の　部
科　　目 金　　　　額

流 動 資 産
千円 千円

615,854
現 金・ 預 金
売 掛 金
売 店 商 品
食 堂 材 料
貯 蔵 品
雑 流 動 資 産
未 収 収 益
貸 倒 引 当 金

368,940
140,947
41,632
9,591
6,252
25,266
23,435
△　 211

固 定 資 産 7,613,371

有形固定資産
建 物
建 物 付 属
構 築 物
機 械 装 置
什 器 備 品
車 両 運 搬 具
庭 園
土 地
リ ー ス 資 産

無形固定資産
ソフトウェア
無形リース資産
そ の 他 の
無形固定資産

投資その他の資産
投資有価証券
子 会 社 株 式
出 資 金

(5,512,414) 
3,761,691
884,673
39,209
340,567
122,730

0
7,302

303,333
52,907

(41,995)
13,036
28,435

522

(2,058,961)
1,759,311
10,000
289,650

資 産 の 部 合 計 8,229,225

(注)1.子会社に対する短期金銭債権　　 266千円　　3.有形固定資産の減価償却累計額　11,063,097千円
　　2.子会社に対する短期金銭債務　42,136千円　　4.担保に供している資産　　　　　　　 76,980千円

負　債　の　部
科　　目 金　　　　額

流 動 負 債
千円 千円

1,698,501
短期借入金
1年以内返済予定
の 長 期 借 入 金

買 掛 金
未 払 費 用
未払法人税等
未払消費税等
預 り 金
前 受 収 益
賞与引当金
リース債務

1,020,000
270,000
193,657
60,797
5,106
32,233
16,591
54,202
16,350
29,563

固 定 負 債 2,672,391

長期借入金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
預り保証金
リース債務

2,279,480
103,344
207,183
24,297
58,085

負 債 の 部 合 計 4,370,893

純　資　産　の　部
株 主 資 本 2,865,810

資 本 金 200,000
資 本 金 200,000

利益剰余金 2,665,810
利益準備金

その他利益剰余金
施設改修積立金
任 意 積 立 金
繰越利益剰余金

50,000

(2,615,810)
1,500,000
1,100,000
15,810

評価 ･ 換算差額等 992,521
その他有価証券
評 価 差 額 金 992,521

純資産の部合計 3,858,332

負債 ･ 純資産の部合計 8,229,225
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損 益 計 算 書
(令和3年4月1日から令和4年3月31日まで)

科　　　　　目
金　　　　　　　　　　額

収　　　入 支　　　出 損　　　益

貸 室 収 入
売 上 収 入
使用料及び手数料収入

千円

978,696
1,469,759
102,888

千円 千円

営 業 収 入 計

売 上 原 価
人 件 費
諸 経 費
償 却 費

2,551,344

964,204
734,782
666,204
402,605

営 業 経 費 計 2,767,796

営 業 損 失 216,452

受 取 利 息
その他の営業外収入

2
19,203

営 業 外 収 入 計

支 払 利 息
その他の営業外支出

19,205

54,063
276

営 業 外 経 費 計 54,339

営 業 外 損 失 35,133

経 常 損 失 251,585

特 別 利 益
国庫補助金受贈益 233,405

計 233,405
特 別 損 失
固 定 資 産 圧 縮 損
固 定 資 産 除 却 損

5,692
1,455

計 7,147

税 引 前 当 期 純 損 失 25,328

法人税 ･ 住民税及び事業税 7,501

当 期 純 損 失 32,829

(注)1.　子会社に対する売上高　　　　　　 4,921 千円
　　2.　子会社からの仕入高　　　  　 　 383,915 千円
　　3.　１株当たりの当期純損失（△）　 △ 1,641.46 円
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
当会計期間(令和3年4月1日から令和4年3月31日まで)

(単位:千円)

株　　主　　資　　本 評価･換算
差額等

純
資
産
の
部
合
計

資
　
　
　
本
　
　
　
金

利　　益　　剰　　余　　金

株

主

資

本

合

計

利 

益 

準 

備 

金

その他利益剰余金
利
益
剰
余
金
合
計

　
　
評
価
差
額
金

そ
の
他
有
価
証
券

施
設
改
修
積
立
金

任 

意 
積 
立 

金

繰
越
利
益
剰
余
金

当 期 首 残 高 200,000 50,000 1,500,000 1,450,000 △296,359 2,703,640 2,903,640 970,554 3,874,194

当
　
期
　
変
　
動
　
額

任意積立金 △350,000 350,000 － － －

株主配当金 △5,000 △5,000 △5,000 △5,000

当期純損失（△） △32,829 △32,829 △32,829 △32,829

株主資本以外の項目 21,967 21,967

当期変動額合計 － － － △350,000 312,170 △37,829 △37,829 21,967 △15,861

当 期 末 残 高 200,000 50,000 1,500,000 1,100,000 15,810 2,665,810 2,865,810 992,521 3,858,332
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個別注記表

１.  重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準および評価方法
　 ①　子会社株式 ･･･････････････････････････････移動平均法による原価法。
　 ②　その他の有価証券
　　　　　市場価格のあるもの･･･････････期末日の市場価格等に基づく時価法。
　　　　　　　　　　　　　　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、
　　　　　　　　　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定)
　　　　　市場価格のないもの･･･････････移動平均法による原価法。
(2) 棚卸資産の評価基準および評価方法
　　製品、原材料、仕掛品･･････････････････････先入先出法による原価法。
(3) 固定資産の減価償却の方法
①　建物

　　　 平成10年3月31日以前に取得したもの･･･････････法人税法に規定する旧定率法。
　　　 平成10年4月1日以後平成19年3月31日以前に取得したもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ･･･････････法人税法に規定する旧定額法。
　　　 平成19年4月1日以後に取得したもの･････････････法人税法に規定する定額法。
②　建物付属設備及び構築物

　　　 平成19年3月31日以前に取得したもの………法人税法に規定する旧定率法。
　　　 平成19年4月1日以後平成24年3月31日以前に取得したもの
　　　　　　　　　　　　 　　　 ･･･････法人税法に規定する定率法(250％定率法)。
　　　 平成24年4月1日以後平成28年3月31日以前に取得したもの
　　　　　　　　　　　　　 　　 ･･･････法人税法に規定する定率法(200％定率法)。
　　　 平成28年4月1日以後に取得したもの……･･…法人税法に規定する定額法。
③　建物、建物付属設備及び構築物以外の有形固定資産(リース資産除く)

　　　 平成19年3月31日以前に取得したもの………法人税法に規定する旧定率法。
　　　 平成19年4月1日以後平成24年3月31日以前に取得したもの
　　　　　　　　　　　　 　　　 ･･･････法人税法に規定する定率法(250％定率法)。
　　　 平成24年4月1日以後に取得したもの
　　　　　　　　　　　　　 　　 ･･･････法人税法に規定する定率法(200％定率法)。
④　無形固定資産(リース資産除く)･･････････････････････法人税法に規定する定額法。
⑤　リース資産

　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係わるリース資産
　　　　　　　　　　･･･････リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法。
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(4) 引当金の計上基準
①　貸 倒 引 当 金………売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上。

②　賞 与 引 当 金………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額
基準による当事業年度末の負担額を計上。

③　退 職 給 付 引 当 金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務に基づき計上。

④　役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退
職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上。

２.  株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 前事業年度末の
株　　式　　数

当事業年度増加
株　　式　　数

当事業年度減少
株　　式　　数

当事業年度末の
株　　式　　数

普通株式 20,000 株 －　株 －　株 20,000 株

(2) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額
令和3年６月25日開催の第59回定時株主総会において、次のとおり決議
されました。

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たりの配当額 基準日 効力発生日

令和3年6月25日
第59回定時株主総会 普通株式 5,000千円 利益剰余金 250円 令和３年

3月31日
令和３年
6月28日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度
となるもの
令和4年６月28日開催の第60回定時株主総会において、次のとおり付議
いたします。

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たりの配当額 基準日 効力発生日

令和4年6月28日
第60回定時株主総会 普通株式 5,000千円 利益剰余金 250円 令和４年

3月31日
令和４年
6月29日

3. その他の注記
　　　端数処理の方法……記載の金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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監査役の監査報告書

以　上

監　査　報　告　書

　私たち監査役は、令和 3年４月１日から令和 4年３月 31 日までの第 60 期
事業年度の取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき
以下のとおり報告いたします。

１.　監査の方法及びその内容
　私たち監査役は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会及びその他の重要な会議に出
席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を
調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び
その附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係
る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２.　監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべて
の重要な点において適正に表示していると認めます。

　 　　　　令和４年５月 17 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 宮崎空港ビル株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 監査役　　平　野　亘　也　 ㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 監査役　　林　田　洋　二　 ㊞



－ 18 －

宮崎空港ビル株式会社

取 締 役 会 長 長 濵 保　廣

代表取締役社長

財務・経理担当 

総括・常務会議長
ＣＳ･コンプライアンス担当

株主総会･取締役会議長

永 山 博 康

常 務 取 締 役 下　沖　忠　広

 前　田　剛　宏

経理部担当

宮崎県副知事

宮崎市長

営業部担当

総務部担当

施設・危機管理担当

業務・地域活性化担当

宮交ホールディングス㈱
代表取締役社長

全日本空輸㈱宮崎支店
支店長

日本航空㈱宮崎支店
支店長

㈱宮崎銀行
取締役会長

㈱宮崎太陽銀行
代表取締役頭取

木 村 剛 啓常 務 取 締 役

常 務 取 締 役 大 坪 篤 史

取 締 役 日 隈 俊 郎

取 締 役
経 理 部 長 大久保 政 彦

（新任）

（新任）

（新任）

（新任）

取 締 役
営 業 部 長

取 締 役
総 務 部 長

藤 本 誠 一

取 締 役 清 山 知 憲

取 締 役 渡 邊 俊 隆

取 締 役 中 村 雄 志

取 締 役 福 岡 実 恵

監 査 役 平 野 亘 也

監 査 役 林 田 洋 二
（令和4年6月28日現在）
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